
１．⼆次推計の考え⽅について ３．ごみ処理量の将来推計

ごみ処理量の将来推計について

今後新たに実施するごみ減量施策の効果を踏まえごみ処理量を推計するが，コロナ後の経済状況やごみ
減量施策の削減効果の発⽣状況など不確定要素もあることから，以下のとおり，⼆次推計は幅を持たせた
推計とする。

① ⼀次推計 ︓既存施策を継続した推計
② ⼆次推計（上限）︓経済状況等の変化があっても，施策により最低限減量できる量を⾒込んだ推計
③ ⼆次推計（下限）︓経済状況等が⾒込みどおりであり，施策により減量効果が⼗分に発揮された

場合の推計 （減量⽬標）

重点３品⽬（古紙・プラスチックごみ・⾷品廃棄物）をベースに減量効果を推計する。なお，分別区分追
加等の規制的⼿法を導⼊した場合でも，他都市の実績では市⺠・事業者の協⼒率が50％程度であること
から，規制的⼿法以外の施策の効果については，10％程度を⾒込む。

２．減量効果の考え⽅について

４．数値⽬標

⼀次推計・⼆次推計を踏まえた，ごみ処理量の将来推計は以下のとおりであり，施策による減量効果が
⼗分に発揮された場合，家庭ごみ・事業系ごみともに基準年度に⽐べ減少すると⾒込む。

⼆次推計は幅を持たせた推計としているが，⼆次推計（下限）を減量⽬標とするため，新計画における
数値⽬標は，以下のとおりとなる。

⼆次推計(下限)

⼆次推計(上限)

⼀次推計

【発⽣量について】
上記ごみ処理量にリサイクル量を加えたものが発⽣量であり，⼀次推計・⼆次推計における減量

効果を踏まえた，リサイクル量及び発⽣量は以下のとおりである。
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資料３

2019
基準年度 ⼀次推計 ⼆次推計（上限） ⼆次推計（下限）

合計 564,973 569,052
553,852

（△15,200）
529,552

（△39,500）

家庭ごみ 292,078 301,056
293,856

（△7,200）
286,556

（△14,500）

事業系ごみ 272,895 267,996
259,996

（△8,000）
242,996

（△25,000）

2030

2009 2019 2025 2030

64,791 51,403 48,494 47,808

160,858 198,742 227,013 234,162

225,649 250,145 275,507 281,969

578,395 564,973 540,999 529,552

795,113 806,153 807,606 802,692

28.4% 31.0% 34.1% 35.1%

ごみのリサイクル量

（上記の合計）

ごみ処理量

ごみ発生量

ごみのリサイクル率

事業系ごみリサイクル量

家庭ごみリサイクル量

対象 減量効果の⾒込み⽅ ⼆次推計(下限)

古紙 ○雑がみ回収を更に強化することで，燃えるごみに含まれる資源化可能な
古紙の原単位を10％削減する。(75.6g/⼈・⽇→68.0g/⼈・⽇）

△4,500

⾷品廃棄物
○⾷品ロスについては，国の削減⽬標である対2000年度⽐半減の直近の実
績を基に推計する。また，⽣ごみの⽔切り等や段ボールコンポストによる
⽣ごみ削減を⾒込む。

△4,400

プラスチック
○レジ袋有料化やリフューズの推進等により，燃えるごみに含まれるレジ
袋とペットボトルの原単位を半減する。（13.4g/⼈・⽇→6.7g/⼈・⽇）

△4,000

その他
○スーパー等⼩売店と連携した店頭回収の推進等により，燃えないごみに
含まれるびんの原単位を半減する。（4.8g/⼈・⽇→2.4g/⼈・⽇）

△1,600

△14,500

古紙

○事業系古紙の分別区分追加について，環境審議会で減量効果が約３万ﾄﾝ
と説明してきたが，排出事業者に対する適正排出指導等により制度の更な
る浸透を図り，資源化可能な古紙の原単位を半減する。（2.94kg/所・⽇→
1.47kg/所・⽇）

△5,400

⾷品廃棄物
○⾷品ロスについては，国の削減⽬標である対2000年度⽐半減の直近の実
績を基に推計する。また，⾷品廃棄物については，資源化施設の整備⽀援
により，既存施設と同程度（30ﾄﾝ/⽇）の新規施設整備を⾒込む。

△11,800

⾃⼰搬⼊ ○⾃⼰搬⼊ごみの適正化推進により，多量搬⼊者の搬⼊量（2019年度
実績：約６万ﾄﾝ）を10％削減する。

△6,000

その他 ○施設特性に応じた発⽣抑制の推進や資源化を推進することで，特定事業
⽤建築物の処分量を10％削減する。
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合計

（単位︓ﾄﾝ）

（単位︓ﾄﾝ）

【数値⽬標】
①2019年度
（基準年度）

②2025年度
（中間⽬標）

③2030年度
（⽬標年度）

③ー①
（減量効果等）

ごみ処理量 56.5万トン 54.1万トン 53.0万トン △3.5万トン
家庭ごみ原単位 501ｇ／⼈・⽇ 488ｇ／⼈・⽇ 476ｇ／⼈・⽇ △25ｇ／⼈・⽇
事業系ごみ原単位 13kg／所・⽇ 11kg／所・⽇ 10kg／所・⽇ △3kg／所・⽇

⼈⼝ 159.3万⼈ 163.8万⼈ 164.9万⼈ 5.6万⼈
事業所数 5.9万事業所 6.4万事業所 6.8万事業所 0.9万事業所


